	
事後審査型一般競争入札（公募型一般競争入札、制限付き一般競争入札）
にかかる誓約書の提出について

入札公告中、「入札参加資格確認資料の提出」に定める入札資格確認書類のうち、「落札候補者が暴力団でないこと等についての誓約書」は次のとおり作成してください。
１．　誓約書の様式は、次ページ以降の「(建設工事受注者用)」を使用してください。
２．　添付書類として役員一覧表を添付してください。役員一覧表の様式は、次ページ以降の「元請け業者用」を使用してください。役員一覧表は必ず添付してください。


	
下請契約を締結する場合の誓約書の写しの提出について

下請契約を締結する場合において、その契約金額（同一の者と複数の下請契約を締結する場合には、その合計金額）が２００万円を超えるときには、当該下請け契約の受注者に「誓約書」と「役員一覧表」を提出させ、当該誓約書と役員一覧表の写しを発注者に提出してください。役員一覧表は必ず添付してください。
下請契約に関する誓約書の提出は、１次、２次等の次数の区分無く全ての下請け業者（資材、原材料の購入契約その他契約の履行に伴い契約を締結する場合を含む（200万円を超える契約の相手方））を対象とします。
　→主任監督員へ提出してください。






暴力団排除条例用
(建設工事　受注者用)
誓　約　書

　下記１の県発注工事請負契約（以下「本工事契約」という。）の締結に当たり、暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団を利することにならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約する。

記
１　県発注工事請負契約名
　　工事番号
　　工事名

２　誓約事項
　(1) 受注者は、次のアからウまでに該当しないこと。
　　ア　条例第２条第１号で規定する暴力団
　　イ　条例第２条第３号で規定する暴力団員
　　ウ　条例第７条に基づき暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号で規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者
　(2) この建設工事の一部について締結する請負契約及び資材又は原材料の購入契約その他のこの契約の履行に伴い締結する契約を締結するに当たり、前号のアからウまでに該当する者を契約の受注者としないこと。
[bookmark: OLE_LINK2]　(3) 受注者は、暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡しないこと。
(4) 受注者が前３号のほか本工事契約に係る「暴力団排除に関する特約」の各条項に違反したときには、同特約の条項に基づく契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。

　　令和　　年　　月　　日

　（発注者）
　契約担当者
　　兵庫県阪神北県民局長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受注者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　　　）　　　　―　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　(建設工事　下請負人用)
誓　約　書
　下記１の元請工事契約の履行に伴い、下請契約（以下「本工事契約」という。）を締結するに当たり、暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団を利することにならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記２のとおり誓約する。

記
１　元請工事契約
　(1) 契約名
　　工事番号
　　工事名
　(2) 発注者
　　　兵庫県阪神北県民局長
　(3) 元請負人
　　ア　住所（所在地）
　　イ　氏名（名称・代表者名）

２　誓約事項
　(1) 受注者は、次のアからウまでに該当しないこと。
　　ア　条例第２条第１号で規定する暴力団
　　イ　条例第２条第３号で規定する暴力団員
　　ウ　条例第７条に基づき暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号で規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者
　(2) この建設工事の一部について締結する請負契約及び資材又は原材料の購入契約その他のこの契約の履行に伴い締結する契約を締結するに当たり、前号のアからウまでに該当する者を契約の受注者としないこと。
　(3) 受注者は、暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡しないこと。
(4) 受注者が前３号のほか本工事契約の約定に違反したときには、契約の解除、違約金の請求その他の発注者が行う一切の措置について異議を述べないこと。

　　令和　　年　　月　　日
　下請工事契約の発注者　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受注者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　
電　　　話　　（　　　　　）　　　　―　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



 (
記載例
) (
【元請け業者用】
)役員一覧表（業者名：　(株)山田建設　　　　　　　　　　　）

	役　職
	氏　名
	カ　ナ
	生年月日
	性別

	（記載例）
代表取締役
	
山田太郎
	
ヤマダタロウ
	
昭和22年2月22日
	
男

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	




（記載方法）
　①元請け業者だけでなく、１次、2次等の次数の区分無く全ての下請け業者（資材、原材料の購入契約その他契約の履行に伴い契約を締結する場合を含む（200万円を超える契約の相手方））を対象とします。
②役員一覧表は業者ごとに作成し、元請け業者を通じて、発注者へ提出して下さい。
　③下請け業者の役員一覧表を提出以降に、下請け業者が追加となる場合は、その都度提出して下さい。
④記載例に従って、役職、氏名、カナ、生年月日、性別を記載して下さい。
　⑤個人事業者の場合には、代表者を、法人の場合にはその役員を記載して下さい。
　⑥本役員一覧表は、契約締結後（下請け業者との契約を含む）速やかに提出して下さい。




 (
【元請け業者用】
)役員一覧表（業者名：　　　　　　　　　　　　　　　）

	役　職
	氏　名
	カ　ナ
	生年月日
	性別

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	




（記載方法）
　①元請け業者だけでなく、１次、2次等の次数の区分無く全ての下請け業者（資材、原材料の購入契約その他契約の履行に伴い契約を締結する場合を含む（200万円を超える契約の相手方））を対象とします。
②役員一覧表は業者ごとに作成し、元請け業者を通じて、発注者へ提出して下さい。
　③下請け業者の役員一覧表を提出以降に、下請け業者が追加となる場合は、その都度提出して下さい。
④記載例に従って、役職、氏名、カナ、生年月日、性別を記載して下さい。
　⑤個人事業者の場合には、代表者を、法人の場合にはその役員を記載して下さい。
　⑥本役員一覧表は、契約締結後（下請け業者との契約を含む）速やかに提出して下さい。




 (
【下請け業者用】
)役員一覧表（業者名：　　　　　　　　　　（　　次下請け））

	役　職
	氏　名
	カ　ナ
	生年月日
	性別

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	


	

	

	

	

	




（記載方法）
　①元請け業者だけでなく、１次、2次等の次数の区分無く全ての下請け業者（資材、原材料の購入契約その他契約の履行に伴い契約を締結する場合を含む（200万円を超える契約の相手方））を対象とします。
②役員一覧表は業者ごとに作成し、元請け業者を通じて、発注者へ提出して下さい。
　③下請け業者の役員一覧表を提出以降に、下請け業者が追加となる場合は、その都度提出して下さい。
④記載例に従って、役職、氏名、カナ、生年月日、性別を記載して下さい。
　⑤個人事業者の場合には、代表者を、法人の場合にはその役員を記載して下さい。
　⑥本役員一覧表は、契約締結後（下請け業者との契約を含む）速やかに提出して下さい。


